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在宅･介護施設等で必要な感染対策は？

感染源となる病原体を
➢持ち込まない
➢持ち出さない
➢拡げない

➢感染しない
➢感染させない

さらに

標準予防策と感染経路別予防策の遵守



研修内容

1. 自施設における医療提供体制の把握

2. 感染状況におけるマネジメント

（組織体制/看護職員管理）

3. 感染管理（感染対策/資材確保）

4. 関連機関との連携

5. Q&A（ディスカッション）



介護施設における看護職員の配置基準と医療提供体制
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介護サービス提供における関係法令

◆感染症法（感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律）
・感染症の類型により、就業制限や入院
等の措置

・集団感染発生時に積極的疫学調査
・養護老人ホーム、特別養護老人ホーム
又は軽費老人ホームの入所者は、毎年
度結核に係る定期健康診断の実施

◆ 介護保険法
・40歳以上で介護が必要になった人の自
立生活を支援



高齢者施設における施設内感染対策のための自主点検チェックリスト

感染症対応力向上

①手指消毒の励行、定期的な換気を行っている

②職員の日々の健康管理を行っている

③入所者の日々の健康管理を行っている

④防護具の着脱方法の確認を行った

⑤清掃など環境整備を行っている

⑥主な職員が動画「そうだったのか！感染対策」等を視聴した

⑦新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ接触確認ｱﾌﾟﾘ(COCOA)について職員に周知を行った

物資の確保
⑧在庫量と使用量・必要量を確認した

⑨一定量の備蓄を行っている

関係者の連絡先の確認 ⑩感染対策に係る関係者の連絡先を確認している

感染者発生時のシミ
レーション

⑪個室管理、生活空間の区分けの検討を行った

⑫勤務体制の変更、人員確保の検討を行った

⑬検体採取場所の検討を行った

情報共有
⑭感染者発生時の対応方針について入所者、家族と共有している

⑮感染者発生時の対応方針について協力医療機関と共有している

参考；厚労省老健局作成のチェックリスト



自主点検調査結果
厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課（令和２年９月 30 日）

①手指消毒の励行、定期的な換気を行っている 99.7%

②職員の日々の健康管理を行っている 99.5%

③入所者の日々の健康管理を行っている 99.3% 

④防護具の着脱方法の確認を行った 99.3% 

⑤清掃など環境整備を行っている 99.7%

⑥主な職員が動画「そうだったのか！感染対策」等を視聴した 68.8% 

⑦新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ接触確認ｱﾌﾟﾘ(COCOA)について職員に周知を行った 70.1%

⑧在庫量と使用量・必要量を確認した 97.8%

⑨一定量の備蓄を行っている 93.3%

⑩感染対策に係る関係者の連絡先を確認している 95.4% 

⑪個室管理、生活空間の区分けの検討を行った 86.0%

⑫勤務体制の変更、人員確保の検討を行った 77.0%

⑬検体採取場所の検討を行った 59.8%

⑭感染者発生時の対応方針について入所者、家族と共有している 59.0%

⑮感染者発生時の対応方針について協力医療機関と共有している 70.2%

各項目の実施割合（直接提出された12,366施設）



那覇市内有料老人ホーム（33施設）への
感染対策助言訪問で分かったこと

✓厚労省の「高齢者介護施設における感染対策マニュアル」では、
各施設の実情に合わせたマニュアルの作成を勧めているが、自
施設に特化したマニュアルを作成している施設は少ない。

✓標準予防策の概念を認識している施設が少ない。

✓ケアの前後、１処置毎の手洗いを徹底しているとのことである
が、具体的な場面での手洗いを確認すると不十分な状況が見受
けられる。

✓エプロンやゴーグルを使用している施設は少ない。

✓液体石鹸、洗剤などが継ぎ足し使用されている施設が多い。

✓床を次亜塩素酸ナトリウム液で日常的に拭き掃除している施設
がある。

✓次亜塩素酸水が汎用されている（手指･環境消毒や空間噴霧）。

✓インフルエンザ発症者は個室隔離できる体制が整っている。

訪問期間：2020.4.10～5.28



介護福祉施設等の管理者に必要なこと
➢ 高齢者の特性、サービスの特性と形態に応じた感染症の特徴

の理解

➢ 感染対策に対する正しい知識の習得

➢ 介護施設･事業所内の危機管理体制の構築

感染対策委員会の設置、業務継続計画（BCP）の作成、緊急時連絡網
作成 等

➢ 介護施設･事業所内での感染対策の実践

感染対策委員会の開催、指針とﾏﾆｭｱﾙの策定、研修会実施 等

➢ 自治体等の関係機関との連携体制の構築

情報共有、発生時の行政への届出 等

➢ 職員の労務管理

職員の健康管理、職員が感染症に罹った時の人的環境の整備 等

➢ 委託業者や実習生、ボランティア、面会者等の外部者の管理



感染管理における管理者の役割

◆ 地域の感染症の発生状況の把握

◆ 医師や保健所等との連携体制の構築

◆ 感染症を疑う利用者の速やかな受診の勧奨

◆ 地域の流行状況の把握と近隣事業所との情報

交換

◆ 職員の健康管理

◆ 利用者家族への情報提供

令和3年度介護報酬改定
感染症対策と業務継続に向けた取組強化の義務

（3年の経過措置期間あり）



感染症対策の強化

施設類型に関わらず全ての介護サービス事業者に、

感染症の予防及びまん延防止に関する取組の徹底

を求める観点から、以下の取組を義務づける

・委員会の設置

・指針の整備

・研修の定期的な実施等

・訓練（シミュレーション）の実施



サービス類型別の主な感染症対策

施設系サービス 通所系･居住系サービス 訪問系サービス

感染症又は食中毒の発生、
まん延の防止のための以下
の措置の実施
①委員会の開催（概ね3月
に1回以上）、その結果
の周知

②指針の整備
③研修の定期的な実施
（年2回以上）

④「感染症及び食中毒の発
生が疑われる際の対処
等に関する手順」に
沿った対応

⑤訓練（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ）の実施

感染症又は食中毒の発生、
まん延の防止のための以下
の措置の実施

感染症の発生又はまん延の
防止のための以下の措置の
実施

①委員会の開催（概ね6月に1回以上）、その結果の
周知

②指針の整備
③研修の定期的な実施
※新規採用時には感染対策研修の実施が望ましい

④訓練（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ）の実施



職員研修



感染状況におけるマネジメント

感染状況の見極めが大事
【平常時】
【地域流行期】

周辺地域で感染者が発生しており、いつ施設内
で発生するか分からない時期

【感染者発生期】
施設内に感染者が発生した時期

【感染拡大期】
感染者が施設内に多数発生し拡大している時期

【収束・再準備期】
周辺地域または施設内での感染者の拡大が収束
し、感染者が減少した時期



平常時の対応①



平常時の対応②

保健所



感染症発生時の対応

保健所



参照：概要版 介護職員のための感染対策ﾏﾆｭｱﾙ（訪問系）



参照：概要版 介護職員のための感染対策ﾏﾆｭｱﾙ（施設系）



感染対策マニュアルの整備

（※ページ数は「介護現場における感染対策の手引き第2版」のページを示す）



感染対策委員会の設置
委員会のメンバー構成の例

※感染対策マニュアルに構成メンバーの役割分担や委員会の活動内容を
記載しておく



業務継続に向けた取組の強化

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護

サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点か

ら、全ての介護サービス事業者を対象に以下の取組を

義務づける

・業務継続計画（BCP）の策定
・研修の実施
・訓練（シミュレーション）の実施 等



BCPにおける介護サービス事業者に
求められる役割

◆サービスの継続

入所施設や訪問事業所においては新型コロナウイルス感

染症の感染拡大時にも業務を継続できるよう事前の準備

を入念に進めることが必要

◆ 利用者の安全確保

利用者の安全確保に向けた感染防止策を検討しておき、

確実に実行する

◆ 職員の安全確保

職員の感染防止対策とあわせて、職員の過重労働やメン

タルヘルス対応への適切な措置を講じる



新型コロナウイルス感染症の
感染対策



※別紙に拡大コピーあり



地域流行期における感染対策

施設内にCOVID-19感染者が

発生していない時期

※周辺地域で感染者が発生しており、いつ施設内で

発生するか分からない時期

〇感染者を早期に発見する体制の整備

〇標準予防策等の感染予防策の職員への周知

〇起こり得る事柄について検討し施設内の整備



地域流行期における感染対策のポイント①

1.組織体制

1)感染対策委員会・マニュアル・感染対策指針がある

2)入所者（利用者）・家族・職員の感染対策の啓発

3)感染対策専門家の意見を聞く仕組み

2.職員管理

1)職員の健康管理

2)非常勤・委託業者の名簿の整理

3.教育

1)COVID-19についての職員教育

2)感染管理について施設すべての職員への教育

4.早期発見

1)職員の感染症 症状報告の仕組みがある

2)入所者（利用者)の感染症の兆候の把握の仕組み



地域流行期における感染対策のポイント②

５.感染対策

1)標準予防策の遵守（手指衛生、防護具着用、環境整備、

汚染リネン・器材の管理等）

2)入所者（利用者）が密にならない

3)職員が密にならない工夫

4)面会制限・入館者管理

6.資材確保

1)個人防護具・手指衛生物品の備蓄

7.行政・地域・委託との連携

1)感染症発生時窓口の設定

2)地域・他施設での流行状況の把握

3)近隣医療機関の感染対策チームへの相談仕組みがある

4)支援依頼可能なネットワークがある

5)委託職員の勤務管理



感染者発生期における感染対策

施設内にCOVID-19感染者または濃厚接触者が

発生した時期

〇早期発見する体制が計画通りに運用されている

〇必要な感染対策が実践されている

〇次の感染者に備える



感染者発生期における感染対策のポイント
1.組織体制

1)緊急時、感染対策委員会の開催

2)感染者の発生の把握

3)勤務調整

4)PCR検査実施の感染者リストの作成

5)職員･入所者（利用者）、家族への説明と対応の検討

6)職員のメンタルケアの実施

2.感染対策

1)ゾーニング、他の入所者（利用者）の接触避ける

2)汚染区域の必要物品の準備と防護具の在庫確認

3)汚染区域の職員の固定

3.行政・地域との連携

1)保健所へ報告

2)近隣医療機関への相談、支援依頼可能なﾈｯﾄﾜｰｸ活用



感染拡大期における感染対策

施設内にCOVID-19感染者が多数発生し

拡大している時期（クラスター発生時）

〇施設内で感染者を個室隔離などで物理的に封じ

込める対策の導入

〇施設内の感染者の続発を防ぐことに最大限に努

める



感染拡大期における感染対策のポイント
1.組織体制

1)定期的な対策会議やミーティングの開催

2)保健所の指導により情報公開の検討

3)全職員への発生状況などの情報共有

２.感染対策

1)ゾーニングにより他の入所者（利用者）との交差避ける

2)手指衛生と個人防護具の正しい脱着

3)感染者数により汚染区域の見直し

３.行政・地域との連携

1)保健所への報告体制継続

2)近隣医療機関の感染対策チームへの相談

3)その他の支援依頼可能なネットワーク活用

４.その他

1)入所者（利用者）、家族、地域への説明と不安の対応

2)職員のメンタルケアの継続



収束・再準備期における感染対策

施設内のCOVID-19感染者が減少し、

体制の再準備を行う時期

※周辺地域および施設内での感染者の拡大が収束し、

感染者が減少した時期

〇今回発生した影響を評価し、計画的な復興と感染

対策の改善を実施



収束・再準備期の感染対策ポイント
1.組織体制

1)職員の復興条件の決定

2)転院した入所者（利用者）の受け入れ体制

3)復帰した職員の感染対策教育の準備

2.再準備

1)感染発生から拡大まで振り返り

2)マニュアルの改訂

3.感染対策

1)個室隔離・ゾーニングの見直し

2)個人防護具の見直し・在庫確認

3)標準予防策・感染経路別予防策の実践

4.行政との連携

1)業務再開について保健所と協議し、連携の継続

2)地域や他施設での流行状況の把握



関係機関との連携

発生状況に応じて、下記の関係機関に報告し、対応

に関しての相談、指示を仰ぐ

〇配置医師（嘱託委）、協力医療機関の医師

〇保健所

〇中核病院のインフェクションコントロール

ドクター（ICD）

〇感染管理認定看護師（ICN）

施設内での情報提供も重要です
〇職員への周知

〇家族への情報提供



まとめ

◼ 新型コロナウイルス感染症だけが特別ではない

◼ 感染対策の基本

感染源となる病原体を

➢持ち込まない

➢持ち出さない

➢拡げない を徹底すること

◼ それでも、疑わしい症状のある利用者が出てし

まったら、早急に最寄りの保健所に相談する



介護施設の感染対策資料

介護現場における（施設系･通所系･訪問系サービスなど）感染
対策の手引き 第２版：厚生労働省老健局（令和３年３月）

第１版：令和２年10月1日初版
第２版：令和３年3月9日改訂

・介護報酬改定事項の反映
・新型コロナウイルス感染症

に関する通知等の反映
・その他所要の改訂



https://www.mhlw.go.jp/content/000749533.pdf

BCP：Business Continuity Plan
業務継続計画のこと

介護施設の感染対策資料

新型コロナウイルス等感染症や大地震などの災害が
発生すると、通常通りに業務を実施することが困難
になります。まず、業務を中断させないように準備
するとともに、中断した場合でも優先業務を実施す
るため、あらかじめ検討した方策を計画書としてま
とめておくことが重要です。

・各担当者を決めておくこと
（誰が、何をするか）

・連絡先を整理しておくこと
・必要な物資を整理しておくこと
・上記を組織で共有すること
・定期的に見直し、必要に応じて研修・訓練を
行うこと



介護施設の感染対策資料
公益社団法人 日本看護協会ホームページ；新型コロナウイルス感染症（関連情報につい
て）→新型コロナウイルス感染症に関する動画・資料→感染予防。管理のための活用ツール

https://www.nurse.or.jp/nursing/practi
ce/covid_19/document/pdf/tool_elderly
.pdf

https://www.nurse.or.jp/nursing/practic
e/covid_19/document/pdf/tool_hospital
s.pdf

https://www.nurse.or.jp/nursing/practice/


介護施設の感染対策資料



医学書院日本看護協会出版会

経験者が伝えること
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